
【人口】

「人口増加、拡大型社会」から「人口減少、成熟型社会」へ

見直しの背景

●H22より減少期に入り、今後も減少継続は続く

R22にはH22と比較して約12%（約111万人）減少すると予測

出展：「大阪府の将来推計人口について」（H30.8）（大阪府）をもとに作成

約12%

約111万人減少

●生産年齢人口はH7より減少、R22には428万人(全体の約55%）と予測

●高齢者人口は継続的に増加、R22には268万人（全体の約34%）と予測

【土地利用】 出展：国土数値情報（H27）より大阪府作成

【自動車走行台キロと混雑率の推移】 出展：H27交通センサス（近畿版）より

●大型車の走行台キロは増加しているが小型車は減少傾向

【発生集中交通量の推移と将来推計】出展：H22交通センサス（近畿版）をもとに作成

DID地区の変遷

S35 H17 H27

これまでの見直し実績

都市計画（道路）見直しの基本方針（H23.3）に基づき、都市計画決定後、事業未着手

となっている府決定の路線を対象に、人口減少・少子高齢化などの社会情勢の変化、

大幅な財政状況の変化等を勘案して、計画の必要性や事業の実現性を検証し、

都市計画道路の見直し作業を実施

都市計画道路の現状

「大阪府都市計画道路見直しの基本的指針」（H15.3策定）
路線の必要性を評価する方法と適切な見直しを行う手順などを取りまとめた

【H15～H18】府域全体で68路線（90.5km）の廃止手続きを完了

「都市計画（道路）見直しの基本指針」（H23.3策定）
計画の必要性、事業の実現性を再検証し、計画の「存続」「変更」「廃止」の方向性を決定

【H23～H25】府域全体で101路線（186km）の廃止手続きを完了

大阪府内（大阪府決定）の都市計画道路の計画総延長約1,032㎞のうち、

整備済延長は753㎞（73％）、整備中延長は48㎞（5％）、未着手延長は231㎞（22％）

この未着手路線231㎞のうち、都市計画決定後30年以上経過している路線は222㎞

（延長換算で96％）を占めている。

見直しの必要性と基本スタンス

【見直しの必要性】

①計画決定後長期にわたり事業化されていない計画は、現在の少子高齢化や

交通需要予測の変化を勘案した計画に適合しない

②不要な都市計画による権利制限の解消
＜長期の都市計画制限に係る裁判判例＞

都市計画における権利制限について受忍を考える際には、制限がおよぶ期間が

問題とされなければならない（H17.11.1 盛岡市）

都市計画変更は合理的な現状認識および将来の見通しに依拠されたもの

でなければならない（H20.3.11 伊東市）

③拡大型から集約連携型の都市構造へと転換

【見直しの基本スタンス】

中期計画の策定状況を勘案し、見直し対象路線について、関係市町村と十分に

協議を行ったうえで、廃止や移譲等見直しを行っていく

●都心からおおむね40km圏

というコンパクトなエリアに

人口が集中

●府域のほぼ全域がDID地区

（約95%）

●DID地区は人口増加に伴い、

大阪市を中心に広がって

きましたが、人口減少期に

入っていることから、概ね

市街地の拡大は収束

大阪府（大阪府決定）における都市計画決定延長の割合（H30）

大阪府の年齢３区分別人口推移と将来推計万人

大阪府の人口推移と将来推計万人
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※H22センサス・H22現況OD表ベースの、

R12将来ＯＤ表・将来発生集中交通量伸び率に基づき予測

●H2センサスでのH22予測交通量と比較して、

H22センサスでのR22予測交通量は約23.1%減少
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見直しの基本方針

【交通容量を確保するために必要な年数】
妥当な交通容量と将来交通量との供給バラ
ンスがとれるまでに今後必要となる年数（想定）

【実感できる事業効果の期間】
将来を通じて府民が実感できる計画の期間
は30年程度と想定。

【法令等による土地に係る権利期間】
・借地権の存続期間は30年
・生産緑地の買取申し出、制限解除期間は

30年等から、通常、土地の利用について
予測のつく範囲が30年と考えられる

30年を実現性の目安とする

実現性

必要性

廃 止

存 続

再検討

公共投資額からの実現性

●現在の投資余力を前提

として概ね30年以内に

おける整備の可能性

支障物件や道路構造上の問
題からの実現性

●補償の対象となる物件
の多寡や集合住宅等の
立地状況

●寺社仏閣や地形上の制
約の有無

事業に対する期待度や合意

状況

必要性低い かつ 実現性低い

②交通処理機能

●物流拠点、生産拠点への
アクセス

●高速道路ICへのアクセス
●混雑度の改善効果

③交通安全機能

●歩行者等の安全性の確保
●自転車や徒歩による駅へ
のアクセス機能

⑥防災機能

●広域緊急交通路のバイパス
機能・アクセス機能
●延焼遮断機能
●消防活動困難区域解消機能

必要性高い かつ 実現性高い

（H23から30年以内）

必要性高い しかし 実現性中（H23から30年以

必要性

交通安全機能
防災機能
を有するものは存続

実現性

④市街地形成機能

●駅周辺に都市機能を集約する
機能

●具体的な市街地整備予定の
有無

●今後、市街化を図る区域での
都市的土地利用の誘導機能

⑤環境形成機能

●みどりの環境軸形成機能
●低炭素型の都市形成支援機能

都市計画道路見直しのイメージ見直しの視点

①変更廃止 将来交通量の減少に伴うネットワークの変更

②変更廃止 代替機能の存在による計画の廃止

③変更 交通量減による車線数の変更

④変更 自動車専用道・鉄道等導入空間削除による幅員の変更

⑤変更 断面構成の変更

⑥変更 歴史的資源の維持・確保のための線形変更

⑦変更 幅員を現道に整合するよう変更

都市計画道路見直しのパターン
凡例

⑦代替機能となる路線の存在

②～⑥の機能を有する代替道
路（計画）の存在有無

①都市づくりの方針との整合性

市街化区域内に在するか、市街化調整区域に在するか

●事業に対する期待度や
地域の合意形成状況

※【都市計画区域マスタープランによる方針】
原則として市街化区域への編入は抑制する。
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将来人口及び交通量が減少していく中で、

今後も必要とされる都市計画道路を、

直近の財政状況で整備し続けた場合の

需要バランスがとれるまでに必要な年数

【必要性】

【実現性】

20年H23 概ね30年R3


